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平成25年3月28日 

 

各   位 

 

会 社 名：ＴＣＳホールディングス株式会社 

代表者名：代表取締役社長  髙山 允伯 

問合せ先：理財本部部長 中尾 俊哉 

（ＴＥＬ：03-3245-2411） 

 

 

日本コンベヤ株式会社との資本業務提携に関する基本合意書締結について 
 

 

ＴＣＳホールディングス株式会社（以下「当社」といいます。）、当社のグループ会社であるキャリアス

タッフネットワーク株式会社（以下「ＣＳＮ」といいます。）及び日本コンベヤ株式会社（以下「日本コン

ベヤ」といいます。）は、本日開催の各社取締役会において、三社間における資本業務提携（以下「本件」

といいます。）に関する基本合意書（以下「基本合意書」といいます。）を締結いたしましたので、下記のと

おりお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 当社の概要 

(1)商号   ＴＣＳホールディングス株式会社 

(2)本店所在地   東京都中央区日本橋本町四丁目８番14号 

(3)代表者の役職・氏名  代表取締役社長 髙山 允伯 

(4)事業内容   不動産賃貸、株式の所有及び管理 

(5)資本金の額   100,000千円 

 

２． ＣＳＮの概要 

(1)商号   キャリアスタッフネットワーク株式会社 

(2)本店所在地   東京都豊島区目白二丁目16番 20号 

(3)代表者の役職・氏名  代表取締役社長 髙山 芳之 

(4)事業内容   一般労働者派遣事業、特定労働者派遣事業、有料職業紹介事業 

(5)資本金の額   100,000千円 

 

３． 資本業務提携の理由 

国内の製造業をとりまく環境がますます厳しくなる中で今後の成長基盤を確立すべく、当社グルー

プと日本コンベヤグループが保有する優位性及びそれぞれの得意分野を活かしながら、シナジー効果

を追及し、それぞれの企業価値の最大化を図ることを目的として三社間で資本業務提携に関する基本

合意書を締結することといたしました。今後は、お互いの経営資源を有効活用していくことにより事

業領域の拡大を目指してまいります。 

 

４． 資本業務提携の内容 

三社は以下の事項について協力して業容拡大及び競争力強化を図ります。 

(1) 人材派遣・ソフトウェア開発事業において、日本コンベヤがＣＳＮを株式交換により完全子会社
化する。 
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(2) 将来的には、その他の事業分野において、当社グループと日本コンベヤグループ間で新規に事業
を立ち上げ更なる企業価値向上を目指す。 

(3) 海外展開において当社グループと日本コンベヤグループの拠点の有効活用を図る。 
(4) 当社グループと日本コンベヤグループの人材交流及び教育により両グループ間のシナジーを最大
化する。 

(5) 当社グループから日本コンベヤへの非常勤取締役の派遣を検討する。 
 

５． 資本業務提携の相手方の概要 

(1) 名称 日本コンベヤ株式会社 

(2) 所在地 大阪府大東市緑が丘二丁目1番1号 

(3) 代表者 代表取締役社長 西尾佳純 

(4) 事業内容 コンベヤ、立体駐車装置 

(5) 資本金 3,851百万円 

(6) 設立年月 1949年5月 

(7) 大株主及び保有割合 

 日本コンベヤ取引先持株会 2.2% 

 みずほ銀行  1.8% 

 日本トラスティ信託口 1.8% 

 高栄商産   1.8% 

 日本マスター信託口 1.6% 

(8) 当社との関係 

 資本関係  当社は当該会社の株式を所有（議決権比率1.10%） 

 人的関係  記載すべき人的関係はありません。 

 取引関係  記載すべき取引関係はありません。 

 

(9) 当該会社の最近3年間（連結）の経営成績及び財政状態 

   平成22年3月期 平成23年3月期 平成24年3月期 

売上高   10,115百万円  12,080百万円  11,052百万円 

営業利益      592百万円      57百万円     299百万円 

経常利益      542百万円      20百万円     298百万円 

当期純利益     274百万円   ▲131百万円      75百万円 

純資産   6,958百万円  6,721百万円  6,707百万円 

総資産   12,385百万円  12,555百万円  13,980百万円 

 

６． 日程 

平成25年3月28日 取締役会決議 

平成25年3月28日 基本合意書締結 

平成25年6月上旬 ＣＳＮと日本コンベヤ間の株式交換契約書締結（予定） 

平成25年8月上旬 株式交換期日（予定） 

 

７． 今後の見通し 

本件により、当社グループと日本コンベヤグループの協力関係を深め、著しく変化する事業環境の

中にあって、競争力、収益力のある企業グループを目指してまいります。 

 

以 上 


